
　　

 

 
     
     
 
    県は9月21日、平成28年度地価調査結果を発表致しました。 
  基準地の平均価格は、住宅地が23,000円/㎡（前年22,500円/㎡）、商業地が 
 44,400円/㎡（前年43,900円/㎡）で、最高価格は、住宅地・商業地ともに前年と 
 同一地点で、住宅地が郡山市神明町で80,100円/㎡（前年77,800円/㎡）、 
 商業地が郡山市中町で243,000円/㎡（前年236,000円/㎡）でした。 
    平成28年度の全体の特徴は上昇した基準地が211地点、横ばいの基準地が115 
 地点であり、前年と比べると少し落ち着き始めました。（前年は上昇223地点、 
 横ばい125地点） 
   用途別にみると、住宅地では上昇156地点（前年162地点）、横ばい82地点 
 （前年94地点）、下落121地点（前年105地点）となり、前年より上昇地点が減少、 
  下落地点が増加しましたが、横ばい以上の地点が全体の３分の２を占めている 
 状況です。 
  原発事故による被災者の需要は既にピークを越えたとの観測が一般的である    
 ものの、都市部を中心として土地取引、住宅着工は高水準にあります。上昇率は 
 全体として鈍化傾向にありますが、避難指示区域に近接する福島市や伊達市、 
 圏域中心都市に隣接して地価水準が相対的に低位な二本松市、大玉村、鏡石町等 
 では上昇率が拡大し、変動率で最高位だったのは、いわき市四倉町で変動率は 
 12.3％でした。一方、過疎化や人口流出が進むその他の町村部では、震災前の 
 活力が少ない状況に戻りつつあります。 
    商業地においては、上昇38地点（前年36地点）、横ばい22地点（前年26地点） 
 下落38地点（前年39地点）となり、都市部では、背後の住宅地価格の上昇との 
 対比から値を戻す商業地も多い一方、町村部では過疎化や人口の都市部への 
 流出を背景として、既存商店街の住宅地化が進行し、商業地地価の下落傾向が 
 継続しています。   
   
  ◆福島県地価調査 
      地価調査は、県が基準地の標準価格を判定し公表するものであり、 
      国が行う地価公示と併せて土地の取引価格の指標を示すことにより 
      適正な地価の形成に寄与すること目的としています。 
      ※価格の判定基準日は、7月１日時点                
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